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1. 緒言 

2009 年 5 月に国際的な残留性有機汚染物質(POPs)の規制・

廃絶に係る条約(POPs 条約)の締約国会議が開かれ, ペルフル

オロオクタンスルホン酸(PFOS)及びペルフルオロオクタンス

ルホニルフルオライド(PFOSF)が Annex B(制限的製造・使用)
として POPs に指定された。これを受けて日本でも 2010 年 4
月に化審法の対象物質に登録される予定である。一方で PFOS
使用事業者へのアンケート調査によると PFOS の規制動向に

対して混乱があり (1), 環境レベルの速やかな減衰に結びつか

ない事が懸念される。また PFOS 以外の類縁物質には, 目立っ

た法規制体制がなく, 依然として汚染の広がりが懸念される。

しかし現状では, わが国における PFOS・ペルフルオロオクタ

ン酸(PFOA)以外を含む類縁体の汚染モニタリング情報は限ら

れており, PFOS・PFOA 類縁物質(PFCs)の包括的な管理が必

要となる場合に, 知見不足であるといえる。そこで本調査では, 
東京湾流域の河川水及び一部の下水放流水について, PFOS・
PFOA, それらの前駆物質, 分岐異性体など38種を対象とした

汚染調査を行い, PFC 水域汚染の総括的評価を試みた。 
2. 調査・分析 
調査実施期間: 2009 年 4 月 3 日～5 月 1 日の約 1 ヶ月間 
＊前日に降雨がなく, 試料採取までの間に水質に影響する降

雨がないことを条件とした。 
PFC 分析: 溶存成分について固相抽出(Oasis®WAX)を行い, 

PFOS 類(C4-C10), PFOS 分岐異性体, PFOS 前駆物質とし

てスルホンアミド(FOSA), スルホンアミドエタノール類

(FOSEs), スルホンアミドアセテート類(FOSAAs), また

PFOA 類(C5-C17), その分岐異性体(C8-C11), PFOA 類前駆

物質としてテロマーカルボン酸類(FTCAs), テロマー不飽和

カルボン酸類 (FTUCAs), その他にテロマースルホン酸

(THPFOS), リン酸（PFHxPA）を LC-MS/MS で測定した。 
3. 調査結果 
都市域において汚染レベルが高くなる傾向が見られた（図 1）。

全体的に PFNA が高濃度(工場付近のデータを除く算術平均

値:31 ng/L)であり, ついで PFOS (11 ng/L), PFOA (8.3 ng/L)
の順であった。また, PFOA 類が生産工場付近において高濃度

で検出された。 
4. 考察 
今回の調査では, PFNA が PFOA を上回る濃度で検出され, 

2005 年時の調査時点(2)から PFNA の顕著な増加（約 1.7 倍増）

がみられた。また PFOS は地点によって増加・減少傾向が異な

り, 2005 年時と比して明確な減少傾向は認められなかった。 

 
図 1 東京湾流域河川の PFC 濃度（数字は合計濃度） 

PFC 組成に関して, 埼玉エリアでは PFNA が卓越し, 東
京・神奈川エリアでは PFNA が主であるが PFOS の存在が目

立ち, 千葉エリアではPFOAが卓越しており, 地域に特有の汚

染事情の存在が示唆された。また, 全体として低汚染地域での

PFOA 類分岐異性体割合の卓越も顕著であった。 
測定対象とした前駆物質は提案される分解経路の中間物質

だが, これらの中でも FOSA や FTCA 等は比較的長期の半減

期を示し(3,4), 前駆物質由来のマーカーになり得ると考えられ

る。同族体間での各環境媒体への分配傾向の違いを考慮する必

要はあるが(5),これら前駆物質の河川水・下水放流水中の濃度は

低く, 前駆体による最終体（PFOS/PFOA 等）の汚染レベル上

昇への寄与は小さいと示唆される。 
5. 結論 
東京湾流域の調査により, 規制動向の影響を受けたと考え

られる汚染傾向や空間分布傾向が把握できた。また前駆物質に

よる汚染の知見を得る事ができ, PFC汚染の全容解明に結びつ

くと期待される。今後, 前駆物質などの環境挙動の差異, PFCs
の空間分布特性の詳細な研究が必要であると考える。 
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